
　本件DESに係る貸付債権の現
物出資は、非適格現物出資に該当
するため、Ｐ社が取得するＳ社株

式の取得価額は、当該債権の時価評価額
５億円となります。また、当該債権の譲

渡損失45億円については、Ｐ社が当該債
権45億円を放棄することに「相当な理
由」があると認められるため、その債権
放棄に係る経済的利益の額は、寄附金の
額に該当せず、税務上、Ｓ社に対する支
援損として損金の額に算入することがで

A

　内国法人Ｐ社（ ３月決算）は、15年前に50億円の出資をして、研究開発事業を行
う100％子会社Ｓ社（ ３ 月決算）を設立しましたが、研究開発の不調が原因でＳ社
の財政状態が悪化してきたため、 ５年前にＳ社に対して60億円の貸付けを行いまし

た。しかし、その後もＳ社の事業は不調が続いたことから、Ｐ社はグループ全体の研究開
発事業を縮小する検討を進めていたところ、当期（令和 ２年 ３月期）に入り、外国の製薬会
社であるＲ社から、Ｓ社に係る財政状態の改善を条件として、Ｓ社を買収したい旨の提案が
あったため、Ｐ社は、Ｓ社に対する経済支援により財務健全性を高めた上で、Ｓ社をＲ社に
売却することとしました。Ｐ社は、Ｓ社に対する貸付債権の回収可能額について、合理的
な見積り計算に基づき、Ｐ社及びＳ社の合意により ５億円と算定し、当期末に、当該債権
（時価 ５億円）の現物出資及びＳ社株式 ５億円の取得を行うデッド・エクイティ・スワップ
（以下「本件DES」といいます。）を実行し、当該債権の譲渡損失45億円を計上しました。
　なお、Ｐ社は、Ｓ社について、本件
DESにより経済的な支援をしてＲ社
に売却することにより、今後発生する
おそれのある、より大きな損失負担を
回避することができると判断し、その
意思決定は社会通念上も妥当なものと
して認められるような事情にあります。
　この場合、Ｓ社の財政状態やＰ社・
Ｓ社の会計処理を踏まえて、本件にお
ける税務上の取扱いについてご教示く
ださい。

Q

Ｈ ３ Ｈ ３ Ｈ ３ Ｈ ３ Ｈ ３ Ｒ２.３

借入金 ▲60億円 ▲58億円 ▲56億円 ▲54億円 ▲52億円 ▲50億円

純資産額 　10億円 ▲　5億円 ▲10億円 ▲40億円 ▲70億円 ▲95億円

【Ｓ社の財政状態】

【 Ｐ  社 】　Ｓ社株式　　5億円　　貸付債権　50億円
　　　    　　譲渡損失　45億円

【 Ｓ  社 】　借 入 金　50億円　　資 本 金　　5億円
　　　　　    　　　　　　　　　　債務消滅益　45億円

【会計処理】当期末（Ｒ２.３）（評価額説）

法人税

DES（デット・エクイティ・スワップ）による
子会社支援
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きます。
　一方で、現物出資に係る債権の時価評
価額は ５億円であるため、Ｓ社における
資本金等の額の増加額は ５億円となり、
Ｓ社の借入債務の帳簿価額50億円と出資
債権の時価評価額 ５億円との差額45億円
は債務消滅益として認識され、その消滅
益については、青色欠損金等に優先して、
期限切れ欠損金により相殺消去すること
ができます。

【解　説】
１　DES（デット・エクイティ・スワッ
プ）
⑴　意義
　DESとは、債権者が債務者に対して
債権を現物出資して株式の交付を受ける
とともに、債務者は当該債権に対応する
債務を資本金等の額に振り替える取引を
いいます。

⑵　特徴
　DESの利用により、債務者は財政状
態が改善されるだけでなく、債権者に株
主として企業経営に参画してもらうこと
ができ、債権者は、将来、債務者が再生
した場合に、保有株式から売却益や配当
を得る可能性がある点で、債権放棄より
も有利であるといえます。

⑶　債権に係る損失
　債権の時価評価額と帳簿価額の差額は、
譲渡損失としての性質を有する一方で、
当該債権に係る請求権の放棄額に相当す
ることから、債権放棄による損失と同様、
支援としての性格を有することとなり、
税務上は、その支援について経済合理性
がない場合、寄附金に該当することとな
ります。

２ 　非適格現物出資
　適格現物出資は、現物出資法人と被現物
出資法人との間にいずれか一方の法人によ
る完全支配関係がある場合に、当該完全支
配関係の継続が現物出資後においても見込
まれており、かつ、現物出資法人に被現物
出資法人の株式のみが交付される現物出資
であり、これらの要件を満たさない場合に、
非適格現物出資となります（法法 ２十二の
十四イ、法令 ４の ３⑬一）。

３ 　DESによる株式の取得価額
　債権を有する法人が、合理的な再建・整
理計画に基づき、当該債権の非適格現物出
資により株式を取得した場合、その取得し
た株式の取得価額は、DESにより給付し
た当該債権の時価評価額となります。なお、
子会社等には、当該法人と資本関係を有す
る者のほか、取引関係、人的関係、資金関
係等において事業関連性を有する者が含ま
れます（法令119①二、法基通 ２― ３―14）。

４ 　DESによる子会社支援
　法人がその子会社の解散、経営権の譲渡
等に伴い当該子会社のために債権放棄等を
行った場合、その債権放棄等をしなければ
今後より大きな損失を被ることになること
が社会通念上明らかであるため、やむを得
ずその債権放棄等をするに至った等そのこ
とについて「相当な理由」があると認めら
れるとき、その債権放棄等により供与する
経済的利益の額は、寄附金の額に該当しな
いこととされています（法基通 ９― ４― １）。

５ 　子会社支援に係る相当な理由
　子会社支援に係る債権放棄等については、
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上記のフローチャートの要件をすべて満た
す場合、上記 ４の債権放棄等をすることに
ついて「相当な理由」があると認められる
こととなり、寄附金に該当しないものとし
て取り扱われます（国税庁タックスアンサ
ーNo.5280）。

６ 　DESにおける債務者の処理方法
　DESによる債務者に係る資本金等の額
の増加額は、給付を受けた債権の時価評価
額に相当する額となり（法令 ８ ①一）、当

該債権とこれに対応する債務は混同により
消滅します。また、債務の帳簿価額と債権
の時価評価額との差額は債務消滅益として
認識され、その債務消滅益については、青
色欠損金等に優先して、期限切れ欠損金に
より相殺消去することができます（法法59
②一）。

７ 　事例の検討
⑴　本件DESにおける現物出資
　適格現物出資に該当するための要件と

　【 Ｘ  社 】
　　現　金　　110万円　　売　上　　　90万円
　　　　　　　　　　　　契約負債　　10万円
　　　　　　　　　　　　仮受消費税　10万円
　(課税売上対価 100万円、消費税額 10万円)

　【顧客Ｙ】
　　仕　入　　　100万円　　現　金　　110万円
　　仮払消費税　10万円
　(課税仕入対価 100万円、消費税額 10万円)

検 討 項 目 及 び そ の 内 容
再 建 の 場 合 整 理 の 場 合

１．損失負担の必要性
⑴．事業関連性のある「子会社等」であるか
　資本関係、取引関係、人的関係、資金関係等の事業関連性を有するか

⑵．子会社等は経営危機に陥っているか
　イ　債務超過等倒産の危機に瀕しているか 　イ　整理損失は生じるか（実質債務超過か）
　ロ　支援がなければ自力再建は不可能か 　ロ　支援がなければ整理できないか

⑶．支援者にとって損失負担等を行う相当な理由はあるか
　再建又は整理することにより将来のより大きな損失の負担を回避等ができるか

２．再建計画等（支援内容）の合理性
⑴．損失負担額（支援額）の合理性（要支援額は的確に算定されているか）
　イ　損失負担額（支援額）は、再建又は整理するための必要最低限の金額となっているか
　ロ　自己努力はなされているか

⑵．再建管理等の有無
　再建管理は行われるか 　整理計画の管理は行われるか（長期の場合）

⑶．支援者の範囲の相当性
　イ　支援者の範囲は相当か
　ロ　支援者以外の事業関連性を有する者が損失負担していない場合、合理的な理由はあるか

⑷．負担割合の合理性
　事業関連性からみて負担割合は合理的に決定されているか

いずれにも該当する場合
寄 附 金 に 該 当 し な い
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しては、上記 ２のとおり、現物出資法人
と被現物出資法人との間の完全支配関係
の継続が、当該現物出資後も見込まれる
ことが挙げられます。
　この点、Ｐ社は、本件DESにより取
得したＳ社株式をＲ社に譲渡することを
予定しているため、本件DES後に、Ｐ
社とＳ社との間にある完全支配関係の継
続は見込まれていません。したがって、
本件DESにおけるＰ社の貸付債権に係
る現物出資は、非適格現物出資となりま
す。
⑵　本件DESにおける株式の取得価額
　DESが非適格現物出資の場合、上記
３のとおり、株式の取得価額は、現物出
資した債権の時価評価額に相当する額と
なります。
　この点、上記⑴のとおり、本件DES
は非適格現物出資に該当するため、Ｐ社
が取得するＳ社株式の取得価額は、現物
出資した貸付債権の時価評価額 ５億円と
なります。

⑶　本件DESによる子会社支援
　法人がその子会社の経営権を譲渡する
ため、当該子会社に係る債権を放棄する
場合、上記 ４のとおり、その債権放棄を
することに「相当な理由」があると認め
られるときは、その債権放棄に係る経済
的利益の額は、寄附金の額に該当しない
ものとされており、当該債権放棄に「相
当な理由」があると認められるためには、
上記 ５のフローチャートの要件をすべて
満たす必要があります。
　この点、Ｐ社は、Ｓ社をＲ社に売却す
る目的で、Ｓ社に対して経済的な支援を
行っており、上記 ５のフローチャートの

うち「整理の場合」の項目について、以
下の⒜から⒡までのとおり検討した結果、
すべての項目について適用要件を満たし、
当該債権45億円の債権放棄には「相当な
理由」があると認められることから、そ
の債権放棄に係る経済的利益の額は、寄
附金の額に該当しません。したがって、
当該債権の放棄による45億円は、Ｓ社に
対する「相当な理由」のある支援損とな
り、損金の額に算入することができます。
⒜�　Ｓ社はＰ社の事業関連性のある子会
社に該当する（フローチャート １⑴）。
⒝�　Ｓ社は債務超過となっており、Ｐ社
の経済的支援により財政状態が改善し、
Ｒ社への譲渡が可能となる（同 １⑵）。
⒞�　Ｐ社は、Ｓ社について、本件DES
による経済的な支援により財政状態を
改善し、Ｒ社に売却することにより、
今後発生するおそれのある、より大き
な損失負担を回避することができると
ともに、そのことが社会通念上妥当な
ものとして認められるような事情にあ
る（同 １⑶）。

⒟�　貸付債権の回収可能額 ５億円は、合
理的な見積り計算により、Ｐ社及びＳ
社の合意で算定された額で、支援額45
億円はその ５億円に基づき算定された
ことから合理的な額であるといえる
（同 ２⑴）。
⒠�　Ｐ社は、Ｓ社について、本件DES
により経済的な支援をした後、短期間
でＲ社に売却するため、再建管理等の
有無を検証する必要はない（同 ２⑵）。
⒡�　支援者であるＰ社はＳ社の100％親
会社であるため、支援者の範囲や支援
割合は相当である（同 ２⑶・⑷）。
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⑷　本件DESにおける債務者処理
　DESにおいて、債務者の資本金等の
額の増加額は、上記 ６のとおり、現物出
資を受けた債権の時価評価額に相当する
金額となり、この時価評価額と債務の帳
簿価額との差額が債務消滅益として認識
されます。
　この点、Ｓ社の借入債務の帳簿価額は
50億円で、現物出資を受けた債権の時価
評価額は ５億円であるため、資本金等の
額の増加額は ５億円、債務消滅益は45億
円となります。
⑸　結論
　本件DESに係る貸付債権の現物出資
は、非適格現物出資に該当するため、P
社が取得するＳ社株式の取得価額は、当
該債権の時価評価額 ５億円となります。

また、当該債権の譲渡損失45億円につい
ては、Ｐ社が当該債権45億円を放棄する
ことに「相当な理由」があると認められ
るため、その債権放棄に係る経済的利益
の額は、寄附金の額に該当せず、税務上、
Ｓ社に対する支援損として損金の額に算
入することができます。
　一方で、現物出資に係る債権の時価評
価額は ５億円であるため、Ｓ社における
資本金等の額の増加額は ５億円となり、
Ｓ社の借入債務の帳簿価額50億円と出資
債権の時価評価額 ５億円との差額45億円
は債務消滅益として認識され、その消滅
益については、青色欠損金等に優先して、
期限切れ欠損金により相殺消去すること
ができます。

※�本文中、意見にわたる部分は筆者の私見であり、デロイト トーマツ税理士法人の公式見解ではありません。
また、上記記載は掲載日現在有効な法令に基づくことに留意を要します。

《デロイト トーマツ税理士法人　タックス コントラバーシーチーム
� ディレクター　野田　秀樹》
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